
代表取締役社長の深澤です。JR東日本グループ経営ビジョン「変革2027」
を発表させていただきます。

 JR東日本が発足して現在32年目ですが、この間は発足当初想定していた
よりも順調に経営基盤を拡充することができたと考えています。

しかし、これからの30年を考えた場合、非常に厳しい経営環境の変化が想
定されますので、今回、経営ビジョンを策定し、実行していく決意です。
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当社グループは、発足以降、「鉄道の再生・復権」に取り組んできました。
発足時に比べ、鉄道運転事故は半減し、ネットワーク拡充も進みました。
また、サービス品質の向上などにより鉄道輸送量が伸び、生産性も向上
しました。

その一方で、東北地方では、全国平均を上回るスピードで人口が減少し、
2025年以降は東京圏においても人口が減少していくことが見込まれてい
ます。
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また、人口減少だけでなく、働き方の変化やネット社会の進展、自動運転
技術の実用化などにより、鉄道による移動ニーズが減少する恐れがあり
ます。

このように、当社グループを取り巻く経営環境は厳しいものがあり、今後
の変化への対応が取り組むべき課題だと認識しています。
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当社グループが展開している輸送サービス、生活サービス、IT・Suica
サービスの3つを融合させ、新たな価値・サービスを提供していきます。

あくまで当社グループは“リアル”なネットワークを前提として、これからの
ビジネスを考えていきます。
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会社発足から30年間は、鉄道や駅を便利にすることでお客さまにご利用
していただき、収益につなげるビジネスモデルでした。

これからは、“ヒトが生活するうえでの「豊かさ」”を起点とし、“リアル”な
ネットワークを組み合わせた新たなサービスを創造し、提供するという、
価値創造ストーリーに転換していかなければならないと考えています。
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会社発足時の運輸と非運輸の売上比率は9：1でしたが、2017年度は7：3
でした。今後は、鉄道事業のさらなる進化に加えて、生活サービス、IT・
Suicaの収益力を向上させていくことによって、2027年頃には6：4にしてい
きたいと考えています。
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 「変革2027」の全体像です。

起点としての“ヒト”の概念は非常に広い概念で捉えています。お客さまや
地域の皆さま、社員などに対して“信頼”と“豊かさ”を価値として創造し、
提供していきます。

 “信頼”の原点はやはり“安全”です。

 “豊かさ”については、都市、地方、世界の3つの切り口で様々な取組みを
進め、それを支える社員が活躍できるフィールドを広げていきます。

また、ESG経営を強く意識した経営をしてまいります。
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まず「安全」については、引き続き経営のトッププライオリティに位置づけ、
グループ一体となって、ハード及びソフト対策を具体的に推進することで、
「JR東日本グループが原因の事故の完封」、「より安全な駅ホーム・踏切」、
「災害・テロによるリスクの低減」の3点を実現します。
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続いて「生活」については、技術イノベーション推進本部を設立し、技術と
情報を融合して新たな価値を生み出していく社内体制を構築しました。
様々なビッグデータやクラウドを活用した共通情報基盤をつくっていきます。

また、外部の新たな知見や技術をしっかりと取り入れ、実証実験等の
フィールドで活用していき、便利かつ安心で豊かな日常生活をつくって
いきたいと考えています。
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環境、社会、ガバナンスから成るESG経営を実践するとともに、SDGsを意
識し、当社グループの持続的な成長を実現していきます。
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 「都市を快適に」では、多様なサービスのワンストップ化等により、朝、昼、
夕、夜の24時間、様々な人の活動の中で、しっかりと当社グループが
サービスを提供していくことを目指していきます。
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 JRE POINTで当社グループのポイントを統合しましたが、多様なサービス
をワンストップで提供できるプラットフォームをつくっていきます。
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モビリティ・リンケージ・プラットフォームについて、鉄道ネットワークの
サービスを便利にすることに加え、自宅から目的地までの移動に必要と
なるタクシーやシェアカー等の2次・3次交通を検索、手配、決済できる
プラットフォームをつくり、シームレスな移動を実現したいと考えています。
そのために必要となる、他企業との連携についてもしっかり取り組んでいき
ます。
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首都圏の輸送サービスの質的変革のイメージです。

より安全な駅ホーム・踏切を実現していきます。

今後予定されている相鉄との直通運転の他、羽田空港アクセス線構想を
推進するなど、直通運転を拡大していきます。

また、中央快速線グリーン車など、快適な車両提供を進めていきます。

災害・テロによるリスク低減を進めていきます。

首都圏における混雑線区・区間に対する対策を進めていきます。

将来的には、ドライバレス運転により、安全かつコストコントロールができる
列車を目指していきたいと考えています。
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スマート トレインとは、鉄道を質的に変革するイメージです。

サービスについては、チケットレスを実現していきます。

 ALFA-Xという次世代新幹線の試作車の製造をしており、360km/h運転を
めざします。

安全については、駅ホーム及び踏切等での安全性向上を図っていきます。

環境については、燃料電池車両を開発していきます。

運行については、より安全で、安定性の高いドライバレス運転を実現して
いきます。

保守については、既に設備のスマートメンテナンスを進めていますが、
ロボットやドローンを積極的に活用していきます。
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羽田空港アクセス線構想については、これからさらに伸びていくであろう
羽田空港とのアクセスを便利にするという観点で非常に意味のあるプロ
ジェクトであり、実現を図っていきたいと考えています。
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 くらしづくり・まちづくりについては、旅行者の方に対してだけでなく、地域の
皆さまにもサービスを提供してまいります。

既に「まもレール」というサービスのほか、住サービスや保育園等につい
ても提供していますが、地域の皆さまやオフィスワーカーの方に対する
サービスも実施をしていきたいと考えています。

18



品川新駅（仮称）の建設が着々と進んでおり、2020年に開業します。また、
駅を中心とした街びらきを2024年頃を目標に実現していきます。

なお、国際水準のまちづくりをめざし、新しい水素社会への取組みもしっか
りと進めていきたいと考えています。
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 Suicaは既に多くの方にご利用していただいていますが、 モビリティ・リン
ケージ・プラットフォームをつくっていくほか、FinTechとの連携を図っていき
ます。 Suicaの共通基盤化を推進し、様々なサービスを提供していきます。
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 「地方を豊かに」については、主に首都圏と地方の中心都市をいかにして
交流を深めていくかが重要です。様々なネットワークを使って、“ヒト”や
“モノ”の交流を深めていきたいと考えています。

地方においては人口がさらに減少していくことから、輸送モードについても
地域の皆さまと議論していきたいと考えています。

観光は地方を振興・活性化させる大きな力です。秋田で展開している、
駅を中心としたまちづくりの実施や、農林漁業の6次産業化の推進なども
引き続き進めていきます。
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インバウンドについては、東北・信越地方へ来ていただく海外からのお客さ
まがまだまだ少ない状況です。

地方への誘客は、地方の活性化という観点においても非常に重要なテー
マです。新幹線等でのWi-Fi整備を実施をしているほか、海外でのプロモー
ションの実施や、チケット購入を簡易化する取組みを進めていきます。
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現在、タイのパープルラインやインドの高速鉄道プロジェクトを推進してい
るほか、イギリスのウェストミッドランズ鉄道の運営に参画しています。

生活サービスとしては、シンガポールでルミネが開業し、台湾のアトレは
2018年の秋に開業予定です。

今後、新規プロジェクトを開拓することにより、様々な人材を育成していき
ます。特にアジアを中心に、国際事業のビジネスモデルを構築していきた
いと考えています。
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営業キャッシュ・フローを増やしていくとともに、その使途としての株主還元
や、将来に向けた設備投資をしっかりと行っていきます。
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今後10年を見据えた「変革」に挑戦するため、その中間点である5年後、
2022年度をターゲットとして数値目標を設定しています。

 2022年度の経営目標として、連結営業収益 3兆2,950億円、連結営業利
益 5,200億円、連結累計営業キャッシュ・フロー 3兆7,200億円、連結ROA
6.0％の達成をめざします。

さらに、具体的な取組みの数値目標を今回お示ししています。
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今後5年間の設備投資の概要です。

維持更新投資は、安全対策などを中心に、累計1兆9,100億円を見込んで
います。

成長投資は、品川開発プロジェクトなどの大規模開発や、中央快速線等
グリーン車導入などを中心に、累計1兆4,400億円を見込んでいます。

重点枠（イノベーション投資等）は、スマートメンテナンス（CBM等）、次世代
チケッティングシステムなどを中心に、累計4,000億円を見込んでいます。
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中長期的には、総還元性向は40％を目標とし、配当性向は30％をめざし
ます。

なお、自社株買いについては、従来どおり柔軟に行っていきます。
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有利子負債については、債務返済能力を考慮し、ネット有利子負債
/EBITDA倍率は3.5倍程度とします。

 「変革2027」のもと、これからも皆さまのご期待に応えられるような JR東日
本グループをめざしてまいります。
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